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Abstract: The purpose of this study is to evaluate waterfront development project of Japan. As a result, this paper clarified the 

vision of the "Marine Town Project" given the promotion the waterfront development. 

 

１．研究目的；わが国のウォーターフロント（以下；WF）

開発は，1985 年に旧運輸省から発表された長期港湾整備政

策「21 世紀への港湾」を契機に港湾地域に一般市民を呼び

込むための港湾再開発として推進された．そして，その実現

可能性を探るべく「ポート・ルネッサンス21」「マリン・タ

ウン・プロジェクト（以下；MTP）」など４つの主要調査が

全国展開され，それらの調査結果を踏まえて各地の WF 開

発が実現に至っている．WF開発に関する先行研究としては，

総合的な港湾空間の創出を目指した「ポート・ルネッサンス

21」に係る WF 開発事例を対象として，港湾とまちとの連

続性について論考した研究１）や，民間活力の導入による遊

休内港地区の再開発手法について検討した研究２）等は見ら

れるものの，海域利用と一体となった個性的なまちづくり

の創出を目指したMTPを網羅した研究は見られない． 

そこで本稿では，MTPにおけるWF開発を中心としたみ

なとまちづくりに対する港湾政策の当時の期待を捉えるた

めに，各対象港湾における施設の導入計画および基本方針

について明らかにすることを目的とする． 

２．研究方法；上述の目的を踏まえ，表１の調査を実施した． 

３．結果および考察；表２は対象港湾（全47港）の『基盤

施設』および『建築施設』の導入計画，表３は『基盤施設』

および『建築施設』を通じて導入計画数の多かった上位５項

目の導入施設の内訳を示したものである．以降は，これらを

もとに考察する． 

（１）マリーナ/係留施設；『基盤施設』として最も多かった

のは「レクリエーション関連」（延べ141港）であり，中で 

も「マリーナ/係留施設」（40港，85%）が最多である．これ

は，1980年代後半から海洋性レクリエーションブームによ 

 

 

 

 

 

るヨットやモーターボートの利用者が急増したことや，そ

れに伴い，海岸・河川などでの不法係留問題の解決の場が求

められたこと 12）が一因と考えられる． 

（２）緑地；「レクリエーション関連」で２番目に多い「緑

地」（35港，74%）は，港湾における良好な生活環境や自然

環境の保全・向上を目的としたものであり，親水緑地やシン

ボル緑地などが該当する．「緑地」の内訳は，港湾就労環境

の向上，良好な景観の形成などの役割が期待されたものが

最も多く22件であった（表３）．一般的に「緑地」は，親水

空間の創出や眺望性の確保，歴史性・文化性の活用，自然環

境の保全などの地域ニーズに配慮した整備が求められる 13）

が，各港湾の基本方針をみても地域ニーズや緑地の整備方

針などが明記された港湾はみられなかった． 

（３）文化交流施設；『建築施設』では「集客関連」（延べ147

港）が最も多く，中でも「文化交流施設」（30港，64%）が

最多であった．これは，多目的に使用可能なホールや，博物

館・水族館などの文化交流を促進させるための施設である．

その内訳は（表３），多いもので「文化センター」が14件，

「交流センター」が８件であった．この点につき，WFは文

化・歴史的事象の蓄積が多いことから，港湾地域の歴史を伝

える建物や港湾施設の啓発が求められる 13）が，文化・交流

施設でこうした歴史・文化の活用に関する記述がみられた

のは，「手結港（野中兼山歴史記念館および歴史的石積護岸

の保全整備）」をはじめとする30件中７件にとどまった． 

（４）商業施設；「集客関連」で次に多い「商業施設」（29港，

62%）は，複合商業施設や飲食施設，物産館などの物販を目

的としている．その内訳は，複合商業施設が10件と最も多

く，次いでフィッシャーマンズワーフが８件となっている．

これらは背後都市からの集客を目的に多くの港湾でみられ

るが，各港湾の基本方針において「背後都市との空間的連続

性」が示されていたのは，大竹港（表４）のみであった． 

（５）海上交通ターミナル；『建築施設』で２番目に多い｢人

流関連｣の中で，「海上交通ターミナル」（32港，68%）が最

表１ 調査概要［筆者作成］ 

調査期間 2018年７月２日（月）～９月21日（金）（約３ヶ月間） 

調査対象 
昭和 60年度～平成８年度プロジェクト調査概要集３）～11）に示される

全 91港のうち，離島と未掲載を除いた 47港を対象 

調査内容 

・基盤施設系（港湾関連，レクリエーション施設 など）および 

建築施設系（集客関連，人流施設 など）の導入計画の記載内容 

・港湾管理者が示したMTPに係る港湾の基本方針の記載内容 
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も多い．これは，客船や連絡船，観光船などの乗降手続きや

待合いを行う施設である．その内訳は（表３），客船系が17

件と最も多く，当時脚光を浴び始めたクルージングへの対

応であった 14）．また，海上交通ターミナル全 32 件のうち，

陸上交通ターミナルとの併設がみられた港湾は５件（表２

赤枠）足らずであったことから，陸海の交通結節機能に対す

る意識が希薄だった当時の様子が伺える． 

以上のように，本研究ではMTPにおける施設導入計画お

よび港湾の基本方針を分析した結果，①『基盤施設』は不法

係留対策や港湾就労環境といった港湾環境の向上，②『建築

施設』は海上交通ターミナルや商業施設などを利用した集

客効果，以上の２つの期待があったことを捉えた．しかし，

その一方で，背後の主要駅からのアプローチ空間の演出な

どの背後都市との空間的つながりや，港湾地域の歴史・文化

や既存施設の活用を示すみなとまちづくりとしての考えは

ほとんどみられなかった． 
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表２ MTPに記載された『基盤施設』および『建築施設』の導入計画［筆者作成］  【凡例】■：本文記載事項 □：陸上・海上交通ターミナル併設事例 

 

表３ 導入計画施設別の計画内容（詳細）［筆者作成］ 
導入計画施設 計画内容 

マリーナ/係留施設
（45件） 

マリーナ/係留施設（31件），漁船基地（３件），ボートヤード（３件）， 

その他（８件） 

緑地（36件） 緑地（22件），親水緑地（６件），シンボル緑地（２件），緩衝緑地（２件）， 

その他（４件） 

文化交流施設（32件） 文化センター（14件），交流センター（８件），歴史・文化博物館（７件）， 

その他（３件） 

商業施設（33件） 複合商業施設（10件），フィッシャーマンズワーフ（８件），ショッピングセンター 

（５件），飲食施設（３件），物産館（２件），展望施設（２件），その他（３件） 

海上交通ターミナル
（32件） 

客船ターミナル（17件），連絡船ターミナル（４件），観光船ターミナル（２件）， 

その他・不明（９件） 

（注）導入計画施設に示す（ ）数値と表２「導入計画数（合計）」が不整合なのは，対

象港の中に導入計画施設が複数存在する港湾があるためである． 

表４ 大竹港の基本方針の記載事項一部抜粋 15）［筆者作成］ 

（初略） 

このような背景の中で，本調査は背後の優れた広域アクセスなどの高いポテンシャル
を活用することによって，大竹港全体との整合性の確保，背後のまちづくり計画との調
和などの点に配慮した大竹港の活性化に資する整備計画を策定することを目的とする． 
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1 瀬棚港 本港地区 S60 瀬棚町 32.0 60 28,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2 本荘港 田尻地区 S61 秋田県 782 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

3 加茂港 加茂地区 S63 山形県 9,177 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

4 大湊港
下北埠頭地区
太平地区

S63 青森県 77.8 5,325 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 釜石港 須賀地区 H6 岩手県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 名洗港 全域 S62 千葉県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

7 真鶴港 真鶴町真鶴 S63 神奈川県 ● ● ● ●

8 伊東港 白石地区 S62～63 静岡県 8.3 21,500 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

9 大井川港 全地区 S62～63大井川町 18.6 37,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

10 久美浜港 久美浜湾地区 S63 京都府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

11 相生港 無記入 S62～63 兵庫県 23.0 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

12 土生港 土生地区 S62 広島県 19.0 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

13 瀬戸田港 垂水地区 S62 広島県 ● ● ● ● ● ● ●

14 浅川港 無記入 S60～61 徳島県 5,000 ● ● ● ●

15 手結港 手結地区 S61 高知県 ● ● ● ● ● ●

16 水俣港 水俣湾全域 S61～62 熊本県 ● ● ● ● ● ● ●

17 輪島港 全域 H1 石川県 43.0 37,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

18 内浦港 全域 H1 福井県 9.0 15,774 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

19 川尻港 川尻地区，折笠地区 H1 茨城県 6,600 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

20 興津港 全域 H1 千葉県 9.8 6,800 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

21 下田港 全域 S63～H1 静岡県 13,300 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

22 詫間港 須田地区 H1 香川県 24.4 9,680 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

23 稚内港 北埠頭地区 H2 稚内市 12.0 40,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

24 小木港 小木港周辺地区 H2 石川県 4.9 5,344 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

25 湯町港 玉湯町湯町地区 H2 島根県 5.9 8,822 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

26 福島港 全域 H3 宮崎県 110.0 21,908 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

27 土肥港 土肥港 H2 静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

28 松崎港 松崎港 H2 静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

29 宇久須港 宇久須港 H2 静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ●

30 余市港 無記入 H2～3 余市町 25,800 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

31 野辺地港 無記入 H3 青森県 8.2 10,426 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

32 飯田港 全域 H3 石川県 18,300 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

33
本渡港・
茂木根港

茂木根，大矢崎
本渡，南川，亀場，志

柿地区
H3 熊本県 46,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

34 網走港 モヨロ地区 H3～4 網走市 31.0 31,300 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

35 宇島港 全体 H4 福岡県 150.0 47,600 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

36 久山港 無記入 H4 長崎県 35.8 22,790 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

37 河下港 無記入 H5 島根県 17.4 16,260 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

38 長洲港
長洲地区，破魔弓地
区，名石浜地区

H5 熊本県 24.1 23,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

39 柏崎港 無記入 H5 新潟県 25.0 30,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

40 船川港 男鹿市 H5 秋田県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

41 宮古港
浄土ヶ浜地区，日立
浜地区，鍬ケ崎地
区，出崎地区

H6 岩手県 5.9 16,101 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

42 大竹港 晴海地区 H6 広島県 32.0 30,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

43 高田港 無記入 H6 大分県 14,300 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

44 垂水港 無記入 H6 鹿児島県 49.0 23,400 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

45 宗谷港 本港地区 H6 稚内市 24,000 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

46 加治木港 無記入 H7 鹿児島県 24,700 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

47 浜名港 無記入 H7 静岡県 17,150 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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